
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業
所
の
大
幅
な
収
入
減
で
あ
る
。
国
が
決
め
る
介
護

の
公
定
価
格
で
あ
る
介
護
報
酬
は
、
２
０
１
３
年
度

か
ら
２
０
２
１
年
度
に
介
護
報
酬
本
体
部
分
は

5.74
％
も
削
減
さ
れ
、
さ
ら
に
昨
年
４
月
か
ら
２
～

３
％
削
減
さ
れ
て
い
る
。
２
０
２
３
年
11
月
の
厚
労

省
の
「
介
護
事
業
所
経
営
実
態
調
査
」
に
よ
れ
ば
、
訪

問
介
護
事
業
所
の
約
４
割
が
「
利
益
率
ゼ
ロ
％
未
満
」

の
赤
字
事
業
所
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

以
上
、
全
国
の
訪
問
介
護
事
業
所
の
窮
状
を
踏
ま
え

て
質
問
す
る
。 

①
市
内
の
訪
問
介
護
事
業
所
の
ヘ
ル
パ
ー
の
数
、

正
規
と
非
正
規
と
の
割
合
、
お
お
よ
そ
の
賃
金

は
い
く
ら
か
。 

② 

南
陽
市
内
の
訪
問
介
護
事
業
所
の
、
23
年
度

ま
で
と
24
年
度
と
の
事
業
収
入
の
変
動
は
ど

う
か
。 

 

【
回
答
】 

 

❶
市
内
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
は
58
名
、
う
ち
正
規

が
53
％
、
非
正
規
が
47
％
で
あ
る
。
賃
金
は
企

業
情
報
ゆ
え
、
報
告
を
控
え
る
。
た
だ
し
、
厚
労

所
の
全
国
調
査
結
果
に
よ
る
と
、
賞
与
を
含
む

月
給
は
33
万
円
で
あ
る
。 

 

❷
令
和
６
年
度
を
５
年
度
と
比
較
す
る
と
、
３
か

ら
10
％
の
収
入
減
で
あ
る
。 

 

訪
問
介
護
事
業
所
の
賃
金
引
上
げ

の
た
め
、
市
独
自
の
施
策
が
必
要 

 

（
３
）
私
の
昨
年
６
月
一
般
質
問
へ
の
回
答
の
中
に
、

「
処
遇
改
善
加
算
を
取
る
こ
と
で
経
営
に
大
き
な
支

障
は
な
く
な
る
」
と
の
回
答
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
加

算
要
件
を
見
る
と
、
24
時
間
の
連
絡
体
制
や
「
職
員

の
３
割
以
上
が
国
家
資
格
の
介
護
福
祉
士
」「
研
修
体

制
の
整
備
」
、
複
雑
な
事
務
処
理
な
ど
の
要
件
が
あ

り
、
大
半
を
占
め
る
小
規
模
事
業
所
が
加
算
要
件
を

ク
リ
ア
す
る
の
は
容
易
で
は
な
い
。
こ
の
よ
う
な
環

境
に
あ
る
事
業
所
の
大
量
撤
退
・
廃
止
・
倒
産
が
進
め

ば
、
介
護
事
業
の
運
営
主
体
で
あ
る
市
こ
そ
が
高
齢

者
の
怨
嗟
の
対
象
と
な
る
。
こ
れ
に
対
し
、 

①
新
潟
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とうへえ 

 

南
陽
市
６
月
（
２
０
２
５
年
）
定
例
議
会
は
、
６
月
２
日
か

ら
２
０
日
ま
で
の
会
期
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
以
下
に
日
本

共
産
党
浜
田
と
う
へ
え
議
員
の
一
般
質
問
を
中
心
に
、
概
要

を
報
告
い
た
し
ま
す
。 

 

市
内
の
訪
問
介
護
事
業
所
の 

実
情
を
ど
う
見
て
い
る
の
か 

 

（
１
）
さ
て
、
昨
年
４
月
か
ら
訪
問
介
護
基
本
報
酬
が
２
～

３
％
減
額
さ
れ
て
ほ
ぼ
１
年
が
経
と
う
と
し
て
お
り
、
事
業

収
入
の
面
、
運
営
の
面
で
ど
う
影
響
を
し
た
か
を
明
ら
か
に

し
た
い
。 

 

山
形
県
の
状
況
は
２
０
１
７
年
の
訪
問
介
護
事
業
所
数
を

１
０
０
と
し
た
場
合
、
２
０
２
２
年
は
95.4
に
減
少
し
、
全
国

ワ
ー
ス
ト
７
位
、
ま
た
高
齢
者
１
万
人
当
た
り
の
山
形
県
の

訪
問
介
護
事
業
者
数
は
5.8
と
な
り
、
全
国
ワ
ー
ス
ト
２
位
と

な
っ
て
い
る
。
置
賜
地
区
に
限
定
し
て
み
る
と
、
訪
問
介
護

事
業
所
が
「
ゼ
ロ
」
の
自
治
体
は
白
鷹
町
、「
１
か
所
」
は
川

西
町
・
小
国
町
で
あ
る
。
以
上
、
県
内
の
実
情
を
踏
ま
え
て
質

問
す
る
。 

① 

市
内
施
設
へ
の
入
所
希
望
者
で
自
宅
待
機
さ
せ
ら
れ

て
い
る
人
数
は 

② 

南
陽
市
で
は
令
和
５
年
ま
で
に
２
つ
の
事
業
所
が
閉

鎖
さ
れ
た
。
そ
の
理
由
は
何
か
。
特
に
、
公
的
な
役
割

を
持
つ
社
会
福
祉
協
議
会
が
令
和
４
年
３
月
に
訪
問

介
護
の
事
業
を
中
止
し
た
の
は
、
ど
の
よ
う
な
理
由
が

あ
っ
た
の
か 

 

【
回
答
】 

❶
南
陽
市
内
の
介
護
施
設
事
業
所
の
待
機
者
は
延
べ
２
８

７
名
（
複
数
施
設
へ
の
希
望
な
ど
含
む
）
で
あ
る
。 

❷
事
業
継
続
に
必
要
な
介
護
職
員
の
確
保
が
難
し
い
な
ど

の
理
由
で
あ
る
。 

 

（
２
）
訪
問
介
護
事
業
所
が
事
業
を
中
止
す
る
主
な
原
因
は
、

第
１
に
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
や
ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
な
ど
の
人

材
不
足
に
あ
る
と
い
う
。
一
般
の
労
働
者
に
比
べ
て
月
額
７

万
円
か
ら
８
万
円
低
い
賃
金
の
問
題
、
長
時
間
・
過
密
労
働

の
厳
し
い
労
働
環
境
の
下
で
介
護
職
員
の
離
退
職
が
相
次
い

で
い
る
と
い
う
。 

 

訪
問
介
護
事
業
所
を
閉
鎖
す
る
第
２
の
原
因
は
、
介
護
事

市
内
の
訪
問
介
護
事
業
所
へ
市
独
自
の

支
援
金
交
付
が
実
現
！ 

浜
田
市
議
の
要
請
実
る  

2025年６月 22日 （1） 

（
ウ
ラ
面
へ
） 

こちらから、党山形県

委員会ホームページの

「南陽民報」の画面に

入れます 

JCP サポーター 

やまがた LINE 公式 
 

※ぜひ登録お願いします 

高橋 宏治
長方形



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026年 6月 2２日 

 

県
村
上
市
（
人
口
５
万
４
千
人
）
は
報
酬
引
き
下
げ
に
よ
る
減
収

分
を
市
内
17
事
業
所
に
昨
年
４
月
の
改
定
時
に
さ
か
の
ぼ
っ
て

独
自
に
補
助
し
始
め
、
３
月
に
全
事
業
所
に
１
年
分
、
計
８
０
０

万
円
を
支
払
っ
た
。
ま
た
、
ガ
ソ
リ
ン
代
の
高
騰
を
カ
バ
ー
す
る

た
め
に
、
燃
料
費
支
援
金
と
し
て
車
１
台
に
つ
き
月
３
０
０
０
円

を
支
給
す
る
。
さ
ら
に
、
利
用
者
宅
ま
で
７
キ
ロ
以
上
か
か
る
訪

問
介
護
に
１
回
50
円
を
上
乗
せ
す
る
。
こ
の
事
業
規
模
は
年
６
０

０
万
円
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
支
援
策
は
次
期
介
護
報
酬
改
定
ま
で

３
年
間
の
措
置
で
総
額
４
２
０
０
万
円
。
介
護
保
険
給
付
等
準
備

基
金
を
取
り
崩
す
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。 

②
東
京
都
世
田
谷

区
で
は
、
２
６
２
の
訪
問
介
護
事
業
所
に
１
事
業
所
当
た
り
88
万

円
を
支
給
し
た
。
ま
た
、
③
北
海
道
中
頓
別
町
は
、「
民
間
で
は
耐

え
ら
れ
な
い
赤
字
だ
。」
と
、
訪
問
介
護
事
業
所
を
町
営
化
し
た
。 

以
上
の
全
国
の
先
進
自
治
体
の
支
援
策
を
踏
ま
え
て
質
問
す
る
。 

 

① 

南
陽
市
も
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
維
持
と
訪
問
介

護
労
働
者
の
定
着
の
た
め
に
、
市
独
自
の
賃
金
引
上
げ

施
策
が
必
要
で
は
な
い
か
。 

② 

南
陽
市
内
の
訪
問
介
護
事
業
所
で
は
何
よ
り
も
訪
問
介

護
ヘ
ル
パ
ー
の
確
保
を
望
ん
で
い
る
。
そ
の
た
め
に
は

訪
問
介
護
ヘ
ル
パ
ー
の
賃
金
引
き
上
げ
が
必
要
で
あ

る
。
す
で
に
あ
る
山
形
県
の
施
策
（
福
祉
施
設
で
の
女
性

非
正
規
労
働
者
に
事
業
者
が
時
給
50
円
以
上
を
引
き
上

げ
た
場
合
に
１
人
年
５
万
円
を
事
業
者
に
助
成
す
る
制

度
）
に
、
南
陽
市
が
独
自
に
上
積
み
す
る
施
策
が
必
要
で

は
な
い
か
。 

 

県
内
で
初
め
て
、
訪
問
介
護
事
業
所 

減
収
分
へ
の
市
独
自
支
援
が
実
現
！ 

 

【
回
答
】 

❶
市
内
の
訪
問
介
護
事
業
所
に
対
し
て
、
基
本
報
酬
の
引
き
下

げ
分
相
当
額
（
５
事
業
所
２
５
０
万
）
を
支
援
金
と
し
て
交

付
す
る
こ
と
と
し
、
実
施
期
間
は
令
和
７
年
度
８
年
度
と
す

る
。
財
源
は
、
介
護
保
険
給
付
基
金
を
活
用
す
る
。 

❷
介
護
労
働
者
の
賃
金
に
つ
い
て
は
、
山
形
県
市
長
会
や
東
北

市
長
会
で
必
要
な
報
酬
の
あ
り
方
に
つ
い
て
国
に
要
望
・
提

言
を
し
て
き
た
。
市
独
自
の
賃
金
上
乗
せ
を
継
続
的
に
行
う

の
は
困
難
だ
。 

 

【
再
質
問
】 

た
だ
い
ま
回
答
を
い
た
だ
い
た
が
、
私
も
５
つ
の
事
業
所
を
回

り
、
実
態
と
要
望
と
を
お
聞
き
し
て
き
た
。
一
部
を
紹
介
す
る
。

①
訪
問
介
護
ヘ
ル
パ
ー
の
構
成
に
つ
い
て
は
、
約
50
人
の
の
う
ち

正
規
職
員
は
平
均
年
齢
が
50
歳
前
後
、
非
正
規
職
員
は
65
歳
前

後
と
な
っ
て
い
る
。
70
歳
以
上
の
職
員
は
10
人
ほ
ど
で
あ
る
。
あ

る
事
業
所
で
は
、
訪
問
介
護
ヘ
ル
パ
ー
が
不
足
し
て
い
る
た
め
外

国
人
を
６
人
採
用
し
た
。
し
か
し
、「
言
葉
が
不
自
由
な
た
め
、
訪

南 陽 民 報 

介護への国の支出を増やし、介護の基盤崩壊を打開する

緊急対策を実施します 

ホームヘルパーなど人手不足が深刻化し、介護事業所

の撤退・廃業・倒産が続出して、地方では、介護事業所

ゼロの自治体が出ています。現役世代の「介護離職」が

年間１０万人にのぼるなど、あらゆる世代の重大問題と

なっています。 

介護職員の賃上げと労働条件の改善、介護報酬の底上

げなど、介護の基盤崩壊を打開するため、介護保険の国

庫負担割合を現行の２５％から３５％に引き上げて、国

費投入を１・３兆円増やします。 

―― 一刻を争う緊急策として、２０２４年度に政府が

引き下げた、訪問介護の基本報酬を元の水準に戻しま

す。削減されてきた介護報酬を底上げし、介護事業所の

経営の継続に向けた支援を行います。 

 

（2） 

問
介
護
は
で
き
ず
施
設
内
の
入
所
者
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
研
修

中
だ
」
と
の
こ
と
で
あ
る
。
②
賃
金
に
つ
い
て
は
、
正
規
職
員
は

17
万
円
か
ら
27
万
円
、
非
正
規
職
員
は
10
万
円
か
ら
12
万
円
で

あ
っ
た
。
③
南
陽
市
へ
の
要
望
に
つ
い
て
は
、
何
よ
り
も
職
員
の

確
保
が
事
業
継
続
の
カ
ギ
で
あ
り
、
職
員
の
確
保
へ
の
支
援
助
成

が
欲
し
い
、
訪
問
介
護
ヘ
ル
パ
ー
の
賃
金
改
善
に
助
成
が
欲
し

い
、
次
い
で
ガ
ソ
リ
ン
代
の
補
助
、
ヘ
ル
パ
ー
の
資
格
取
得
へ
の

補
助
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。 

――介護保険制度への国庫負担を１０％増やし、公的助

成で賃上げをすすめ、ホームヘルパー、ケアマネージャ

ーなど介護職の賃金を、「全産業平均」並みに引き上げ

ていきます。 

――施設職員の長時間・過密労働や「ワンオペ夜勤」の

解消に向け、配置基準の見直しや報酬加算・公的補助な

どを行います。 

――介護の事業が消失の危機にある自治体に対し、国費

で財政支援を行う仕組みを緊急につくり、“民間任せ”

では事業が成り立たない事業所・施設の経営を公費で支

えます。 

――軽度者の在宅サービスの保険給付外しや、利用料の

２割負担・３割負担の対象拡大など、自公政権が計画す

る「史上最悪の介護保険改定」に反対し、保険給付の拡

充、保険料・利用料の減免をはかります。 

 

以
上
の
こ
と
か
ら
、
訪
問
介
護
職
員
へ

の
直
接
賃
金
助
成
を
重
ね
て
お
願
い
し
、

質
問
を
終
わ
る
。 

 

※
浜
田
と
う
へ
え
市
議
の
一
般
質
問

の
様
子
は
、
南
陽
市
議
会
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
か
ら
録
画
で
視
聴
で
き
ま
す
。 

日本共産党の政策「介護の基盤崩壊を打開する緊急対策」から（2025/6/5発表） 


